
 
などの動向を踏まえ、地域での保育所の位置づけ、役割を再確認していく必要が生

じている。 

国の財政改革との関係からは、経済財政諮問会議や規制改革会議などが保育所の

直接契約・直接補助方式の導入等を求めており、地方分権の議論においては、税源

移譲と保育所運営費の一般財源化、最低基準の設定を市町村へ委譲するよう求める

など保育制度の根幹をゆるがすような状況にある。 
子どもと保護者のニーズや状態に応じた職員配置の拡充と保育士等の資質向上

が必要とされるなか、保育所等の福祉人材確保が厳しくなるとともに、臨時職員等

の増加が施設現場においては顕著となってきている。さらに、平成 20 年度にはパ

ートタイム労働法が改正されることになっており、その影響も懸念される。 

(3) 本提言の性格 
全保協は、この間、上記のような環境変化と課題をふまえ、かつ全保協の将来ビ

ジョンに基づき「これからの保育所の役割・機能のあるべき方向」を検討してきた。

全国 21,000 の公私立の会員認可保育所が、地域の子ども家庭福祉を担う拠点とし

てさらに発展するよう、各保育所の主体的な取り組みと地域社会への発信を期待し、

「これからの保育所の機能」について提言を行う。 
各会員保育所、各都道府県保育組織において、平成 22 年までの 3 か年において

「これからの保育所の機能」について検討を行い、具体的に取り組んでいただきた

い。 

 
２． これからの保育所の機能 

 

(1) これからの保育所の機能整備に関する考え方 
少子化、人口減少社会を迎えるとともに、子どもの発達と子育てをめぐる問題が

普遍化、社会化してきている。こうした状況の中で、児童福祉施設である保育所は、

これまでの 
① 保育所を利用する「保育に欠ける子ども」の発達を保障 
② 保育所を利用する子どもの保護者への支援 

  に加え、 
③ 保育所を利用していない子どもを含めた「すべての子どもと子育て家

庭」の支援 
を使命として取り組んでいくことを求められている。 
その保育所の役割と機能の整備は、地域の利用者、住民の理解のもとに進められ、

保育所の特性である地域密着性を活かしつつ備えられていくことが重要である。な

お、その機能と役割を発揮するためにも、保育の質の向上のための取り組み（人材

養成・研修や自己点検・自己評価等）に積極的に取り組むこともあわせて求められ

る。 
 
(2) これからの保育所の機能の枠組み 

これからの保育所の機能は、次の 3段階を意識し、整備されることが望まれる。 
a) 保育所の基本機能 

b) 機能拡充が必要な場合に、積極的に備えていく機能 

c) 連携・協働のなかで保育所として役割を果たしていく機能 
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a) 保育所の基本機能 

児童福祉法第 39 条にもとづく保育所の基本機能は「保育」であり、そのうえに

保育所を利用する子どもの保護者への支援が行われている。全保協では、子ども

を取り巻く状況を踏まえ、児童福祉施設として特に配慮を必要とする子どもの保

育を保育所の基本機能とし、すべての保育所が備えていくべきと考える。 
 

①  「保育に欠ける乳幼児の保育」を行う機能 

 「健康、安全で情緒の安定した生活の提供」、「保育＝養護と教育」

を提供し子どもの発達を支援する機能、必要に応じて保護者の委託

を受けて、保育に欠ける子どもの保育を行う」機能＝一時保育の提

供等を含む 

② 保育所を利用する子どもの保護者を支援する機能 

 「保護者との協働による子育て」、「親と子のきずなの形成支援」を

はかる機能や保護者の子育てを支援する多様な保育サービスを提供

する機能 

③特に配慮を必要とする子どもの保育を行う機能 

 障害や被虐待など特に配慮を必要とする子どもや家庭への支援 

 

 

b)機能拡充が必要な場合に、積極的に備えていく機能 
基本機能のようにすべての保育所が備えていく機能ではないが、地域の実情や

ニーズなどから整備が必要である場合に、保育所の使命として積極的に整備して

いくべき機能。 
つまり、地域の子育て家庭のニーズに対して、地域の他の団体等が必要なサー

ビス等を提供していない場合や、サービスは提供されているが、その質や量に課

題がある場合などに、児童福祉施設として保育所が積極的にサービスを開発した

り提供したりしていく機能である。 

 
① 地域の子育て家庭への支援機能 

 園庭開放、保育所開放など 

 短時間の預かり保育等、保護者のレスパイト支援など 

 保育ママの派遣、出前保育の実施など、地域の子育て家庭へ直接保育

サービスを提供することによる支援 
 相談に応じ、保育所のサービスを提供 

② プレママ・プレパパ支援機能 

 妊娠中の親の不安の解消や仲間づくり、保育所利用の体験などによる

プレママ・プレパパ支援 
 中高校生などを含めた未来の保護者の保育体験 

 
機能拡充のためには、行政や関係諸機関・団体等と協議して、市町村の地域子

育て支援行動計画等の検討のなかで計画的に整備・拡充していくべきとされたも

のを含む必要がある。とくに平成 22 年の次世代育成支援行動計画の後期計画の検

討が進められつつある中で、保育所から積極的に保育所機能の活用を行政等に向

けて働きかけることも必要である。 
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ｃ) 連携・協働のなかで保育所として役割を果たしていく機能 

幅広く子育て環境や子育て文化の創造をすすめる機能であり、保育所だけで取

り組むのではなく、地域社会の関係機関・団体や住民との連携・協働のなかで保

育所がその特性を活かし、役割を発揮していくことを踏まえ、備えていく機能で

ある。 
この機能の整備においては、とくに地域に密着しているという特性などを生か

して、子育て環境や子育て文化の醸成を図る視点が必要である。 
 

① すべての子育て家庭を対象とした子育て相談・サービス仲介機能 

 地域の子育て支援拠点として、さまざまな相談の窓口となったり、情

報提供をおこなったり、支援サービスにつなげたりする機能 

② 子ども家庭福祉に関する啓発機能 

 多くの人が子ども、子育て、家庭福祉に関心を持つための啓発実施 
 子ども子育て支援活動への市民の参加促進 
（つどいのひろばの運営、ファミリーサポートセンターの運営） 

 ボランティア活動、体験学習等の受け入れによる啓発 
③ 胎生期から青少年・おとなまでの切れ目のない子育ての支援機能 

 放課後児童クラブ等学童期の子ども・子育て家庭支援の拡大 
 学校との連携協力 
 虐待防止等、地域の他機関・関係者との連携・ネットワーク活動 

④ 地域の子育て文化と子育てコミュニティを育む機能 

 世代間交流の推進 
 異年齢児交流の推進 
 子育て関連の講座等の実施 
 子育て支援グループ、サークルへの支援 

⑤ 災害発生時の社会福祉施設としての機能 

 災害発生時の避難場所の提供 
 災害発生時の被災者（とくに子どもと保護者）への支援拠点機提供 

 
 
 
３．今後の取り組み 

 
（1） すべての（会員）保育所に取り組んでいただきたいこと 

全国 21,000 か所の会員保育所では、全保協の将来ビジョンを参考としていただ

くとともに、本提言「これからの保育所の機能」をもとに、地域における子育て

家庭のニーズや今後の保育を取り巻く動きを見据えて、各保育所が基本機能の意

義を再確認し、その質を高める取り組みを進めていただきたい。また地域の実情、

ニーズを適切に受けとめ、保育所として積極的に整備していく機能を考え、各保

育所の基本方針、事業計画などに反映していただきたい。 
その際には、具体的には全保協で行っている保育所長専門講座・経営レポート

のような「①保育所を取り巻く環境の分析、②自分の保育所の現状の分析、③こ

れからの自分の保育所の行動計画」という段階を経た分析を行い、具体的な行動

計画を策定する等の取り組みを進めていただきたい。 
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（2） 都道府県・指定都市および市町村の保育協議会に取り組んでいただ

きたいこと 
都道府県・指定都市および市町村等の各保育協議会では、域内の状況の把握に

努め、子どもの育ちや子育て家庭のかかえる課題の共有化をはかり、各保育所の

機能の整備の充実を支援いただきたい。 
当面は、会員保育所の今後の検討・取り組みに対し、情報提供を行っていただ

き、会員保育所における取り組み事例を収集していただきたい。 
また、平成 22 年の次世代育成支援行動計画の後期行動計画は、子ども家庭福祉

の今後の方向を決める大きな節目となるもので、保育所がこれまでの実績を充分

に評価され、今後も地域の子ども家庭福祉充実の中心的機関として位置づけられ

るよう、行政等に働きかけを行うなど、取り組んでいただきたい。 
 

（3） 全保協の取り組み 
全保協は、保育所機能の充実に向けて、次の取り組みを推進する。 

① 保育所・保育組織等の合意形成と意識改革 
 これからの保育所の機能について、会員保育所や都道府県・指定都市保

育組織への提言を行い、その理解促進をはかる。 
 保育をめぐる制度の見直しや国の動きについて、迅速な情報提供と必要

に応じソーシャルアクションをはかる。 
② 機能を具体化する事業等の開発・提案 

 全社協の将来ビジョンの推進を図る中で、アクションプラン、重要課題

の具体的な事業化をすすめる。 

 公立保育所アクションプランの具体化を図り、あわせて公私立保育所の

役割分担について検討する。 
③ 保育と子育て支援機能強化のための条件整備（国等への要望を含む） 

ア) 質の高い保育士等の確保・定着と養成のための労働環境の整備に取り

組む。 

イ) 保育士等の現任研修・キャリアパスに対応する研修の体系化をはかる。 

 職員の資質向上のための研修体系化および条件の整備 

 施設長の研修の充実 

 自己評価、第三者評価の取り組み 

④ 機能提供のための施設等の整備 

 スペースや備品の確保について交付金・補助金等の確保を含め国や地方

公共団体への働きかけを行う。 

⑤ 事業実施等に関わる財源確保 

 子ども家庭福祉に関する財源の確保に向けて、さまざまな組織・団体と

ともに取り組みをすすめる。 

⑥ 子ども家庭福祉を推進する連携・協働の構築 

 保育関係団体との連携・協働による保育所機能の強化、実践強化の推進 
 児童福祉関係機関との連携・協働による保育所の機能充実の推進 
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【参考】 

１． 保育施策検討特別委員会委員 (敬称略) 

◎伊東 安男  全保協・副会長（建昌保育園園長） 

  椎名 英夫  全保協・協議員（光町保育園園長） 

  西田 泰明  全保協・副会長（わかば保育園園長） 

  菊池 繁信  全保協・副会長（吹田みどり福祉会理事長） 

  森田 信司  全保協・協議員（若江保育園園長） 

  上村 初美  全保協・常任協議員（全国保育士会副会長／ 

砂山保育園主任保育士） 

      柏女 霊峰  淑徳大学教授 

      吉田 正幸  ㈲遊育・発行人 

                                 ◎：座長 

 

２． 保育施策検討特別委員会開催経過 

平成 18 年度 第１回 平成 18 年 10 月 3 日(火) 

            ・保育・子ども家庭福祉をめぐる動向への対応について 

       第２回 平成 18 年 11 月 7 日(火) 

            ・保育・子ども家庭福祉をめぐる課題の整理について 

       第３回 平成 18 年 12 月 21 日(木) 

            ・保育・子ども家庭福祉をめぐる課題の整理について 

       第４回 平成 19 年 2 月 1 日(木) 

            ・保育・子ども家庭福祉をめぐる課題の検討について 

       第５回 平成 19 年 3 月 16 日(金) 

            ・保育・子ども家庭福祉をめぐる課題の検討について 

            ・内閣府の少子化に関する意見募集について 

平成 19 年度 第１回 平成 19 年 4 月 20 日(金) 

            ・子どもの育ち・子育てに関する国・地方公共団体等の 

             責任と保育所の機能について 

       第２回 平成 19 年 5 月 28 日(月) 

            ・保育所の機能について 

            ・子どもの育ち・子育てに関する国・地方公共団体等の 

             責任について 

       第３回 平成 19 年 6 月 18 日(月) 

            ・これからの保育所の機能について 

       第４回 平成 19 年９月 25 日(火) 

            ・これからの保育所の機能について 

       第５回 平成 19 年 10 月 23 日(火) 

            ・これからの保育所の機能について 

            ・幼児教育の無償化について 

            ・パートタイム労働法の改正に伴う保育所への影響・課 

題について 

                ・保育所保育指針の改定における「保育課程」について 
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